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生活保護費及び児童扶養手当に関する協議機関の設置について

（申し入れ）

昨年１１月２６日の「三位一体の改革について」（政府・与党合意）におい

て、地方六団体の改革案で移譲対象補助金から除外すべきものとした生活保護

及び児童扶養手当に関する負担金について、一方的に「平成１７年中に検討を

行い、結論を得る」、「補助率の見直しについては、地方団体関係者が参加する

協議機関を設置して検討を行い、平成１７年秋までに結論を得て、平成１８年

度から実施する」とされた。

このため、我々地方六団体は、昨年１２月２４日開催された第８回「国と地

方の協議の場」において、「国の法定受託事務の補助率引き下げは断じて許さ

れず、これを前提とするような協議には応じられない」、「現行の国庫負担率は

平成元年の法律の国会審議において、恒久化するということで可決成立してい

る」ものであることの申し入れを行った。

その後、この申し入れに対し貴省から、生活保護費国庫負担率の引き下げを

前提とするものではない旨の説明があったが、協議機関の設置に関し協議する

前提として、下記事項を確認されたく申し入れます。

記

１．設置する国と地方の協議機関においては、国庫負担率の引き下げを前提と

するのではなく、本年２月１５日の衆議院本会議での内閣総理大臣答弁にあ

るように、生活保護制度や児童扶養手当制度のあり方について幅広く議論を

行うものであること。

２．協議機関の構成委員と運営については地方六団体の意見を反映したものと

すること。


